
弁弁償金・・斎斎場建設瑕疵担保請求にについて

問 斎場の外構工事等整備工事で出てきた廃棄

物について市は隠れた瑕疵があったとして

地権者に瑕疵担保請求をしている。この件

に関してこれまで何件の訴訟がおこされて

いて、既に最高裁での判決が確定している

事件は何件か。

答 瑕疵担保請求が無効であるとの裁判は２件

である。そのうち１件は最高裁判決が確定

している。

問 最高裁判決は市が勝訴している。瑕疵担保

請求権が有るか無いか、判決理由に示され

ているか。

答 瑕疵担保請求の有無は明確にされていない。

問 最高裁の判決が確定していない残りの１件

が、最高裁で判決が降りるのをいつ頃と予

想しているか。

答 明確には言えないが、今までの例から推測

すると上告から半年後位である。

。

問 そうすると２審の判決が昨年１２月である

から、本年 、７月頃には最高裁判決があ

ると思う。最高裁の判決が確定するまでは

断定はできないものの、現在のところ魚沼

市の債権として計上していることに違法性

はない。しかし相手方に支払いの意思がな

い。 万円以上の債権を適正な徴収

事務を怠り、裁判所等の手続きもせず、議

会の議決ではない欠損処理をして後日報告

することは、住民も議会も到底納得できな

いと思う。きちんと理由を説明して債権放

棄もできるのではないか。

答 地方自治法では、議会議決によって債権放

棄をすることができる。

問 市長は、行政の継続性を理由に来年度予算

に計上したとしているが、私は結論を出す

時期としては決算議会前であると考えてい

るが、市長はどのように考えているか。

答 市長 私もそのように考えている。

答 ２３８人である。

かずみ通信２１号で、今まで通りの財財政支援では、スキー場は残っても「「スキー人口の減少は止められない」

「「スキー人口を増やす財政支援」への転換が必要だと書きました。

「スキー場を考える議員有志の会」が市内の小中高校の生徒・保護

者にアンケートを実施した際、多くの保護者がスキー用具等の経済

的負担を訴えていました。

また、スキー授業の回数が少ないことで、スキー用具を揃えない

家庭が増えていることも明らかになりました。

魚沼の子ども達が中学校を卒業するまでに、スキー検定の３級、

または２級を取得できるような支援策や高齢者の健康維持の支援策

を提案していきます。

。

魚魚沼市議会議員 渡渡辺 一一美

かかずみ 通通信

笑笑顔輝輝く地域めざして １１年年５５月月３３日日号 ＮＮｏ．

〒〒

魚魚沼市吉田

令令和３３年年第１１回回定例会 予予算議議会 報報告 会期２月２３日～３月 １日

予予算委委員会で瑕瑕疵担保請請求権について質質疑ししました

令令和３３年年度一一般会計予予算 億億 万万円を可決

魚魚沼市議会は令令和 年年度一般会計予予算算を 賛賛成 反反対 のの賛成多数で可可決ししました。

令和 年度の一般会計・特別会計・企業会計の予算総額は 億 万円です。

新型コロナウイルスワクチン接種や経済対策として実施するプレミアム付き商品券の発行、中小事業者経営

継続支援などの新型コロナウイルス関連経費が盛り込まれた一般会計予算、及び特別会計４事業（国民健康保

険・後期高齢者医療・介護保険・工業団地造成事業）と企業会計 事業（病院事業・ガス事業・水道事業・下

水道事業）が 月 日可決されました。

予算の概要は市報魚沼 月 日号を予算委員会の概要は 月 日発行の市議会だよりをご覧ください。

令令和３年第第１１回回定例会 私私 抜抜粋 のの一般質問

物物品の無償譲渡の考え方について。。

前定例会で｢無償譲渡された物品についてどうする考えか。｣との他の議員からの一般質問に対

して、｢細野自治区に無償譲渡した除雪車については、自治会からの申出により、返却いただいて

いる。そのほかの自治会に無償譲渡した物品は、一旦返却してもらうことも含め検討する。｣との

市長答弁は、現在係争中で有り、裁判所が違法との判決を出していない中で、甚だ遺憾であり、

不適切な答弁であると私は考える。

最高裁平成 年 月 日第二小法廷判例 以後判例 で、金銭としての寄付、補助だけでな

く、地方公共団体の所有する普通財産の無償譲渡が寄付または補助に当たると判断され議会の議

決が必要と判断された。除雪車は地方公共団体の財産の｢物品｣であり普通財産ではない。この判

例では物品について、寄付または補助に当たるとは言及していない。

現在係争中の物品の無償譲渡が、寄付または補助に当たるとの判決が出れば返却することは理

解できるが、物品である鉛筆１本に議会議決が必要との判決が出るとは思えない。

また、当時、魚沼市財産の交換、譲与、無償貸付等関する条例で規定されているとおり、公益

上の必要に基づき、物品の無償譲渡がされ、現在でも公益上の必要があると認められる使い方を

している自治会に対して、一旦返却してもらう必要はない。そこで次の 点について問う。

問 物品である除雪車等を自治会に無償譲渡した市の行為は違法で

あったとの認識なのか。

答 市の行為について、法令、条例に基づいて適切に行われたもの

と認識している。

問 前回の「一旦返却」との発言を市長はどう考えているか。

答 私の勉強不足で言い間違いを訂正し、お詫びする。

提 言 事 項

冬季の健康増進、教育、雪国文化及び経済波及効果に資する新たなソフト支援策をつくること

予算財源の確保のため、雪国スポーツ振興条例（仮称）等を制定し、安定的かつ持続的な運営

ができる仕組みをつくること

年間を通した官民協働のスキー場運営の仕組みをつくること

議議会より、、持持続可能なススキー場運運営ののため、、市市長に提提言書提出
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